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概要	

ソフトウェア・プラットフォームビジネスで高業績を得ている企業がいくつも見られる。

ソフトウェア・プラットフォームは外部の補完主体による影響を受ける高速市場であり、競

争優位を得るためには、業界構造分析による戦略、資源ベースによる戦略ではなく、ダイナ

ミック・ケイパビリティが重要である。 

   Teece(2007)は補完主体の検知・捕捉のダイナミック・ケイパビリティを論じた。しか

し、プラットフォーム一般の重要性を示唆したにとどまり、ソフトウェア・プラットフォー

ムのダイナミック・ケイパビリティの分析概念を提唱するには至ってはいなかった。本研究

はダイナミック・ケイパビリティの補完資源の概念を発展させた 2つの概念を提唱する。第

1の概念は、ソフトウェア・プラットフォーム企業の検知捕捉の対象となる進化的補完事業

者と専門的補完事業者である。第 2の概念は、補完事業者のビジネス・プロセスへの融合度

である。 

これらの概念の有効性を示すために、２つの事例研究を行った。一つは日本のソーシャ

ル・ネットワーキング・インフラストラクチャー企業群の発展の分析である。もうひとつは

米国のカスタマー・リレーションシップ・マネージメント・システム企業間の競争の分析で

ある。 

本研究によって、ソフトウェア・プラットフォーム企業にとってのダイナミック・ケイパ

ビリティの組織的要因の一端を明らかにした。具体的には、ソフトウェア・プラットフォー

ム企業のダイナミック・ケイパビリティは進化的補完事業者を検知・捕捉し、さらに進化的

補完事業者のビジネス・プロセスへ深く融合した戦略を実行することである。 
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第一章	 はじめに	

分業化が進むにつれて、プラットフォームの形態をとることが多くの事例で知られている 

(Evans et al., 2006; 藤本, 2013)。プラットフォームとは、プラットフォームを使用する 2種類

のユーザーグループを結びつけ、ひとつのネットワークを構築する製品やサービスである 

(Eisenmann et al., 2006)。 

製造業のアウトソーシングとグローバル化が進み利益率の伸びが限られる中で、プラット

フォームビジネスとそのエコシステムが全体として持つ成長力が注目されている。 

 重要なプラットフォームとしてソフトウエア・プラットフォームがある。ソフトウェ

ア・プラットフォームとは、API1)を持つソフトウェアプログラムである(Evans et al., 2006)。

パソコンのオペレーティングシステム、インターネットで利用できるソーシャル・ネットワ

ーキング・サービスやクラウドサービスは APIを持つソフトウェア・プラットフォームで

ある。 

Evans et al. (2006) は、ソフトウェア・プラットフォームの 2面性に基づいて戦略的方向性

の特徴を議論している。 分析の結果として、プラットフォームの戦略は産業特性に依存し

個別的で多様であると結論付けている。 

一般に、ソフトウェアビジネスの変化は激しい(Chacrabachy, 1997 ;Teece, 2007)。変化が激

しいとは、製品技術がすぐに変わる、顧客ニーズが変化しやすい、予期せぬ企業が競合とし

て突如に現れるなどを意味する(Chacrabachy, 1997)。本論文は、環境変化が激しい市場を高

速市場とよぶ。Gawer and Cusumano (2002) によれば、プラットフォームは外部のイノベー

ションと伴に機能するため、変化が連鎖的となる高速市場のビジネスである。Teece (2007) 

も、プラットフォームビジネスは補完主体のイノベーションに多く依存するため、変化の方

向性を予測することが困難な高速市場であると指摘している。ソフトウェア・プラットフォ

ームビジネスで高業績を獲得維持している企業が多く存在する一方で、業績が伸びない企業

も多い。 

何が高速市場の戦略の優越をもたらすのであろうか。Chacrabachy (1997)は、高速市場で

有効な戦略は、市場に一番乗りしかつ、継続的にイノベーションを実現することだと論じ

た。河合(2004)は、高速市場の戦略として、トップとミドルマネージャーの戦略を有効に組

み合わせ実行することであると論じた。しかし、いずれもプラットフォーム戦略にとって重

要な資源である補完主体に関する概念や方策を用意していなかった。 

 

                                                
1) API(Application Programming Interface)とは、あるソフトウェアのデータやプログラムを外部のソフトウェアか
ら扱えるようにするためのプログラム群である。 
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高速市場で競争優位を得るためには、戦略的な資源の獲得や変更が必要となるので、ダイ

ナミック・ケイパビリティが重要になる (Helfat et al., 2007; Teece et al., 1997; Teece, 2007)。

Teece(2007)は補完資源としての補完主体、および補完主体との関係性に着目し、高速市場で

は外部の補完主体のイノベーションを検知捕捉し、その補完主体のイノベーションを組織化

するための再配置が必要になると論じた。しかし、プラットフォーム一般の重要性を示唆し

たにとどまり、ソフトウェア・プラットフォームのダイナミック・ケイパビリティの分析概

念を提唱するには至ってはいなかった。 

本研究のリサーチ・クエスチョンは、以上のような戦略理論の状況を踏まえて、ソフトウ

ェア・プラットフォーム企業の戦略を決めるダイナミック・ケイパビリティを明らかにした

いというものである。つまり、高速市場にあるソフトウェア・プラットフォーム企業のダイ

ナミック・ケイパビリティとして、どのような補完主体を検知捕捉し、その補完主体をどの

ように組織化することによって、エコシステムを進化させて高業績を継続的に獲得できるの

かを分析する。プラットフォームの場合の補完主体を補完事業者とよぶ。本研究は、ダイナ

ミック・ケイパビリティの補完資源の概念を、ソフトウェア・プラットフォームに適用でき

るように発展させた 2つの概念を提案する。第 1の概念は、ソフトウェア・プラットフォー

ム企業の検知捕捉の対象となる進化的補完事業者と専門的補完事業者である。第 2の概念

は、補完事業者のビジネス・プロセスへの融合度の概念である。 

この概念枠組みの有効性を検証するために、２つの産業の企業を事例分析する。ひとつ

は、急速に発展した日本のソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー産業の

企業群である。もうひとつが、クラウドのカスタマー・リレーションシップ・マネージメン

ト・システムの米国 2社間の競争の分析である。これらの事例研究によって、検知・捕捉し

た補完事業者の特性と補完事業者のビジネス・プロセスへの融合度が、ソフトウェア・プラ

ットフォーム企業にとってのダイナミック・ケイパビリティの組織的要因の一端であること

を明らかにする。 

本論文は次のような構成である。第二章は先行研究レビューである。第一節ではソフトウ

ェア・プラットフォーム研究、第二節では戦略における補完資源の重要性を論じた研究と高

速市場の戦略論をレビューする。第三章ではソフトウェア・プラットフォームの戦略分析の

ために、ダイナミック・ケイパビリティの補完資源の概念を発展させた 2つの概念を提案す

る。さらにソフトウェア・プラットフォームビジネスで高収益を獲得し維持する戦略に関す

る仮説を提示する。第四章は仮説検証の事例分析である。第一節では日本のソーシャル・ネ

ットワーキング・インフラストラクチャー企業 3社、第二節では米国のクラウドのカスタマ

ー・リレーションシップ・マネジメント・システム 2社の事例分析である。最終章では本研
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究の結論とダイナミック・ケイパビリティ論への貢献、ソフトウェア・プラットフォーム企

業への提言、そして今後の研究課題を示す。 
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第二章	 先行研究	

第一節 ソフトウェア・プラットフォームの研究 

 本節では、ソフトウェア・プラットフォームビジネスの特徴、ソフトウェア・プラット

フォームビジネスで重要となる概念を確認する。本節の最後に、ソフトウェア・プラットフ

ォーム研究の貢献とソフトウェア・プラットフォーム研究が高速市場のソフトウェア・プラ

ットフォーム企業の戦略を分析する概念を論じていないことを述べる。 

まずソフトウェア・プラットフォームビジネスの特徴を確認する。プラットフォームには

大きく 2つありビジネスモデルから分類できる(Evans et al., 2006; Hagiu, 2006) 。一つがマー

チャントモデルとよばれるビジネスモデルである。マーチャントモデルとは、プラットフォ

ーム企業が供給者から商品を仕入れ、プラットフォーム企業が供給者の商品を顧客に販売す

る形態である。代表的なマーチャントモデルとしてスーパーマーケットがある。スーパーマ

ーケットは供給者から商品を仕入れて、顧客に販売することで収益を得る。マーチャントモ

デルのプラットフォームは、供給者からの大量仕入れによる低価格化や規模の経済といった

ことが重要となる (Hagiu, 2006)。 

もうひとつがマルチサイドモデルとよばれるビジネスモデルである。マルチサイドモデル

のプラットフォームとは、プラットフォーム企業が供給者から仕入れるのではなく、補完的

な製品・サービスを提供する外部の事業者がプラットフォームを介し顧客と直接取引する。

プラットフォーム企業は、補完事業者の製品・サービスが顧客に利用させることで収益を得

る。代表的なマルチサイドモデルとしてクレジットカードがある。クレジットカードの場

合、クレジットカードの加盟店と顧客はクレジットカード介して直接取引する。クレジット

カード会社はその取引の一部を手数料とする。マルチサイドのプラットフォームの場合、規

模の経済や大量仕入れというよりも補完事業者と顧客間のネットワークが重要となる (Evans 

et al., 2006; Hagiu, 2006) 。Evansらは補完事業者と顧客間のネットワークを通じた成長の仕

組みを Indirect Network効果とよんだ。Indirect Network効果とは、一方のユーザーグループ

のメンバーが増加すると、もう一方のユーザーグループのメンバー増加につながり、さらに

それが元のユーザーグループのメンバー増加に至るという正のフィードバックである。この

効果を実現することが、プラットフォームビジネスにおいて重要である。 

ソフトウェア・プラットフォームはマルチサイドモデルのプラットフォームである(Evans 

et al., 2006)。補完事業者はソフトウェアプラットフォームの APIを用いることで、はじめて

補完的な製品・サービスが提供できる。補完事業者は顧客と直接取引し、ソフトウェア・プ
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ラットフォームは補完事業者の製品・サービスの売上の一部を収益とする。第４章で事例と

して取り上げるソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャーは、マルチサイド

のソフトウェア・プラットフォームの典型である。ソーシャル・ネットワーキング・インフ

ラストラクチャーは、APIを外部のゲームメーカーに提供し、ゲームメーカーは APIを用い

ることでソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー上で動くオンラインゲー

ムを提供できる。ゲームメーカーのゲームはソーシャル・ネットワーキング・インフラスト

ラクチャー上で公開され、ゲームメーカーはソーシャル・ネットワーキング・インフラスト

ラクチャー上で顧客と直接取引できる。ソーシャル・ネットワーキング・インフラストラク

チャーは、ゲームメーカーのゲームアイテムが購入されることで、収益を得る (田中・佐藤, 

2016)。 

ソフトウェア・プラットフォームにおける顧客のニーズは補完事業者の製品・サービスに

向けられる (Eisenmann et al.,2006; Evans et al., 2006;  Gawer and Cusumanno ,2002)。Evans et 

al.(2006)は、ソフトウェア・プラットフォームの発展を歴史から述べている。パソコンのオ

ペレーティングシステムといったソフトウェア・プラットフォームが発展した理由は、多く

の補完事業者が参加したためである。多くの補完事業者の製品・サービスが利用できること

によって、顧客はそのようなソフトウェア・プラットフォームを使いたいという動機を持

つ。Eisenmann et al.(2006)もプラットフォームビジネスで顧客を得るためには、多くの補完

事業者の獲得が重要になると論じた。Eisenmannらによれば、補完事業者を獲得するために

は補完事業者がプラットフォームに参加しやすくする必要がある。その方法として、補完事

業者からプラットフォーム参加費用を取らない、開発環境を無償で提供するなどが有効とな

ると論じた。 

さらに、どのように補完事業者の製品・サービスを取り込むかも重要である (Hagiu,2006 ; 

Eisenmann et al.,2011)。Hagiu(2006)はプラットフォームビジネスの水平展開を論じた。水平

展開とは、別産業の補完事業者の製品・サービスをプラットフォーム化することである。コ

ンソールゲーム機は水平展開したプラットフォームである。従来、コンソールゲーム機はゲ

ームをプレイするためのものであったが、インターネット機能や DVD再生機能を組み込ん

だことによって様々な用途に利用されている。Eisenmann et al.(2011)は、補完事業者の製

品・サービスをプラットフォーム化するために Platform Envelopmentを主張した。Platform 

Envelopmentとは、補完事業者のソフトウェアをプラットフォームにバンドルし、プラット

フォームの一部として提供することである。マイクロソフト社は、Windows OSを普及させ

るために Platform Envelopment を実行した企業である。従来、インターネットブラウザーと

しては、ネットスケープ社のものが多く利用されていたが、マイクロソフト社はインターネ
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ットブラウザーの技術を買収し、それをインターネットエクスプローラと名付けWindows 

OSにバンドルした。マイクロソフト社、バンドルによって、ネットスケープ社のインター

ネットブラウザーのユーザーを多く奪いWindows OSを更に普及させることができた。 

ソフトウェア・プラットフォームビジネスを成長させるためには、補完事業者の成長も関

わる(Gawer and Cusumano, 2002)。Gawer and Cusumano (2002)は、補完事業者のビジネスを成

長させることがプラットフォームビジネスにおけるリーダーシップであると論じた。Gawer 

and Cusumano によれば、プラットフォーム企業は補完事業者のために 4つのことを実行す

る必要がある。Gawer and Cusumanoはその 4つのことを 4つのレバーとよんだ。レバー1

は、プラットフォーム企業と補完事業者のビジネス範囲に関することで、何を自社で行い、

何を補完事業者に任せるべきかの決定になる。レバー2は、製品化技術に関することで、補

完事業者にどの程度、プラットフォームのインターフェイスを開放するかを決める。レバー

3は、補完事業者との関係に関することで、補完事業者に対し協調的であるか、あるいは競

争的であるべきかの決定である。レバー4は、3つのレバーを実行する上で自社をどのよう

に組織化するべきかの決定である。4つのレバーをどう取るべきかに関しては、プラットフ

ォーム企業によって異なる。Gawer and Cusumanoは、ソフトウェアのプラットフォームビ

ジネスに関しては、補完事業者に多くのサービスを任せ、プラットフォームのインターフェ

イスをオープン化し、協調的な関係を取り、自社の中に補完事業者を支援する体制を持つこ

とが重要であると論じた。 

上記のレビューから、ソフトウェア・プラットフォーム戦略としては、大量生産や規模の

経済といったことではなく、補完事業者の獲得、補完事業者の製品・サービスのプラットフ

ォーム化、さらに補完事業者のビジネスを成長させることのほうが重要となる。つまり、ソ

フトウェア・プラットフォームの戦略を論じる上では、補完事業者を分析の概念に踏まえる

必要がある。しかし、ソフトウェア・プラットフォーム研究は、高速市場のソフトウェア・

プラットフォーム企業の戦略概念までは提示していない。企業戦略論者の Barney(2002)によ

れば、戦略の一つの捉え方として、標準または他社以上のパフォーマンスを得ることであ

る。ソフトウェア・プラットフォーム研究は、どのような補完事業者を獲得し、どのような

関係を取ることで、高速市場下で標準または他社以上のパフォーマンスを得られるかという

概念は提示していない。この意味で、ソフトウェア・プラットフォーム研究は、高速市場の

ソフトウェア・プラットフォーム企業の戦略概念を提示していない。 
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第二節 補完資源の戦略論と高速市場の企業戦略	

本節では戦略において補完資源の重要性を論じた研究と高速市場の戦略論をレビューす

る。 

(1) Porter (1985)と Teece(1986)の補完資源 

Porter (1985) は補完材の戦略的な重要性を論じた。Porter は、コンピュータのハードウェ

アとソフトウェアの関係のように一方が売れるともう一方も売れる関係を補完関係ととらえ

た。Porter は主製品に対し不可欠な補完財とは何か、競争優位をもたらし業界全体に影響を

与える組み合わせは何か、補完材の価格はどうあるべきかなどを考慮して、コストリーダー

シップ、差別化戦略を選択すべきだと述べた。Porterは戦略における補完材の重要性は論じ

たが、プラットフォームの補完主体の分析ではなかった。 

Teece(1986)は、ハイテク製品のイノベーターが必ずしも商業的に成功していない現象に着

目した。その現象を分析するために補完資源を概念とした。補完資源とはイノベーションを

商業化する上で必要な資源や能力を意味する。Teeceによれば、法的保護がないイノベーシ

ョンは模倣されやすく、製品技術だけでは商業的に成功できない。ハイテク製品のイノベー

ションで成功するためには、そのための補完資源も持たなければならない。Teeceは補完資

源を内製化するべきか外部化するべきかに関しても論じた。イノベーションの模倣者が補完

資源を持たず、補完資源が市場取引できないのであれば、内製化が取られる。模倣者が補完

資源を持たず、補完資源が市場で容易に取引できるのであれば、外部化が取られるのであ

る。 

Teeceは、ハイテク製品のイノベーションで商業的に成功するためには補完資源が必要で

あることを明らかにした。しかし、Teeceの補完資源の観点はイノベーションを補完するも

のである。ソフトウェア・プラットフォームビジネスの場合、イノベーションの主体は補完

事業者である。さらに、高速市場では必要となる補完資源が事前に決まっているわけではな

く、価値をもたらす補完資源を感知する能力が重要である(Teece, 2007)。このようなことか

ら、Teeceの補完資源の観点は、高速市場のプラットフォームの補完主体ではない。 

(2) 	 Chacrabachy(1997)の高速市場の企業戦略  

Chacrabachy(1997)は、情報通信業におけるソフトウェアビジネスの重要性に着目し、その

戦略を論じた。Chacrabachyによれば、ソフトウェア業界は参入障壁が築きにくく、新規参

入者がすぐに出現し、業界構造が定義できない。そのため Porter(1985)の 5Forces分析ではな

く、新しい戦略論が必要であると主張した。Chacrabachyは、高速市場の戦略として、他企
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業よりも早くに新しい市場を見つけ、参入すること、さらにイノベーションを連続的に実現

することだと論じた。Chakravarthyは補完事業者の重要性も論じた。Chakravarthyによれ

ば、ソフトウェアは補完事業者のサービスとともに利用される。そのため、補完事業者もす

ぐに獲得しなければならない。補完事業者を早期に獲得することでユーザーもはやくに獲得

できる。そのことで、補完事業者とユーザーの間にネットワークが生じ、他社のソフトウェ

アに移行しなくなる。そのネットワークを維持するためには、ソフトウェア企業は追加的な

サービスの提供や機能改善を行う必要があると論じた。 

Chacrabachyは、ソフトウェアビジネスの戦略を論じているため、本研究でも参考にな

る。しかし、Chacrabachyの理論には 2つの問題がある。まず、補完事業者に関する概念を

提示していない。どのような補完事業者を獲得し、どのようにプラットフォーム化すること

で、ユーザーとのネットワークを維持できるのかといった概念はない。次に高速市場では新

市場への先行参入が重要と指摘しているが、ソフトウェア・プラットフォームビジネスでは

先行者が勝者ではこともある。一例として、日本のソーシャル・ネットワーキング・ゲーム

ビジネスでは、ミクシィ社は先行者であり早くにゲームメーカーも獲得した。しかし、ミク

シィ社は、後発のグリー社と DeNA社以上の売上を獲得できていない(田中・佐藤, 2016)。

このようなことから、ソフトウェア・プラットフォームビジネスは、先行参入と早期の補完

事業者の獲得だけでは、高業績を獲得維持することは難しいと言える。 

(3) Teece & Pisano & Shuen (1997)のダイナミック・ケイパビリティ 

代表的な高速市場の企業戦略論として、ダイナミック・ケイパビリティがある。以降、ダ

イナミック・ケイパビリティを DCと略記する。DCは Teece et al.(1997)によって提唱された

企業戦略論である。Teece らは、ハイテク製品のような高速市場の戦略として、5 Forces分

析やゲーム理論を用いることは難しいと主張した。さらに、高速市場は自社資源だけでは対

応できないため、外部資源やコンピタンスも活用しなければならないと論じた。Teece ら

は、内外のコンピタンスを統合、構築、再構成する能力を DCと定義し、高速市場における

DCの重要性を主張した。 

Teece らの DCは、多くの戦略研究に引用されている重要な戦略理論である(福澤, 2013)。

しかし、Teece らの DCは、まだ理論として初期段階であり、DCの中身は提示されていな

い(Teece, 2007, 2011)。つまり、どのような外部のコンピタンスを獲得し、それらをどのよう

に統合、構築、再構成するべきかに関する概念は提示されていない。さらに、Teece らは

DCの重要性を主張したまでにとどまり、理論を検証するための事例分析をしていない。こ

のようなことから、Teece らの DCを高速市場にいる企業の戦略分析に用いることはまだで

きないと言える。 
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(4) Helfat & Finkelstein & Mitchell & Peteraf & Singh & Teece & Winter(2007)の進化的適応

度と専門的適応度 

Helfat et al.(2007)は Teece et al.(1997)の DCを発展させた2)。Helfatらは、DCを組織が意図

的に資源ベースを創造、拡大、修正することと定義とした。Helfatらは、DCと企業成果の

関係が曖昧であることを問題にあげた。Helfatらは、DCと企業成果を分析する上で DCを

進化的適応度と専門的適応度の 2つに分けた。進化的適応度とは、DCによる市場創造、超

過利潤の獲得、競争優位の実現である。専門的適応度とは、DCによるオペレーションの改

善である。オペレーションの改善とは、リードタイムの短縮、製品性能の向上、品質改善、

在庫削減などがある。Helfat らによれば、進化的適応度、専門的適応度どちらも重要ではあ

るものの、高速市場では、特に進化的適応度を向上させることが重要になると論じた。

Helfat らは、適応度の概念の有効性を証明するためにデル社などハイテク製品企業を事例分

析した。分析の結果、進化的適応度が高い企業は、高速市場で競争優位性を持続させている

ことを示している。 

Helfat らは、DCを企業の分析に適用できるようにしたが、プラットフォーム企業の適応

度の分析を行っていない。つまり、ソフトウェア・プラットフォームビジネスではどのよう

な補完主体が進化適応度に関わるのかは論じていない。 

(5) Teece(2007)のダイナミック・ケイパビリティ 

Teece(2007)は Helfat et al.(2007)の適応度の概念などを引用し、初期の DCを発展させた。

Teeceによれば、現代市場は高速に変化している。5 Force分析は魅力的な産業の選択、その

産業への参入と生産量の拡大、競合の戦略への防御策を示す。資源ベース論は、希少かつ模

倣困難な資源の所有がレントの源泉であることを示す。しかし、これらの理論は高速市場で

の持続的競争優位の実現は論じていない。Teeceは高速市場で持続的競争優位を実現するた

めには、外部の補完資源を検知捕捉し、その補完資源を組織化するという DCが重要である

と論じた。 

Teeceは外部の補完資源を 2つに分けた。一つが企業のエコシステムの遠隔部や外の業界

で発展した補完資源である。この補完資源を検知獲得することは、新市場の創造や新ニーズ

の解決に関係し、DCの進化的適応度に対応する。もうひとつが、企業のエコシステム周辺

                                                
2) DCを発展させた Helfat et al.(2007)以外の研究者として、Eisenhardt and Martin(2000)もあげられる(黄, 2011)。

Eisenhardt and Martinは DCを市場の変化速度に関連させて定義した。市場変化が緩やかな時の DCは市場分析や

計画的な戦略プロセスとなる。市場変化が高速な時の DCは学習や実験的なプロセスとなる。しかし、

Eisenhardt and Martinは外部資源が重要となるプラットフォーム企業の DCの特徴は提示していない。 
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部や業界でよく利用される補完資源である。この補完資源を検知捕捉することは、オペレー

ションの高度化に関係し、DCの専門的適応度に対応する。 

検知捕捉した補完資源を、どの程度、組織化するかの決定も重要である。Teeceはそのた

めに、Teece(1986)の補完資源との依存性の概念を用いた。Teece(1986)の依存性に関しては、

第 3章で定義を説明し、本研究の分析に用いるために精緻化する。 

Teece(2007)によれば、エコシステム遠隔部にある補完資源の検知捕捉、その補完資源との

共特化の実現は模倣困難な資源となる。さらに補完資源との共特化は共進化につながり、エ

コシステムを進化させることにもつながる。以上のことから Teeceは、高速市場で競争優位

を実現するためには、自社資源やエコシステム周辺部の補完資源ではなく、エコシステム遠

隔部の補完資源を検知捕捉し、さらにその補完資源と共特化を実現することであると論じ

た。 

Teece(2007)は補完資源を概念化した上で高速市場の戦略を論じている。そのため、

Chacrabachy(1997)、Helfat et al.(2007)や他の DC論3)よりも補完主体の資源が重要となるビジ

ネスの戦略論として発展している。しかし、Teeceはプラットフォーム一般の重要性を示唆

したにとどまり、ソフトウェア・プラットフォームの DCの分析概念を提唱するには至って

はいない。本研究は DCの立場から、ソフトウェア・プラットフォーム企業の競争優位を導

く戦略を分析して行く。そのために、DCの補完資源の概念を発展させる。 

ある重要な現象を分析するために、概念を発展させ分析できるようにすることは既存理論

への貢献にもなる。一例として、Resource Based View(RBV)は、重要な戦略論として注目さ

れたが、企業パフォーマンスとの関係を分析することは困難であった(Miller and Shamsie, 

1996)。Miller and Shamsie (1996)は、資源を物的資源、無形資源、独立的、システム的資源

の 4つに精緻化した。その概念から導いた仮説を証明するために、米国の映画スタジオ市場

の安定期、変化期のパフォーマンスと 4つの資源の関係を事例分析した。分析の結果、安定

期では独立的またはシステム的物的資源、変化期では独立的またはシステム的無形資源が、

財務パフォーマンスに関係したことを示した。このように、Miller and Shamsieは RBVの概

念を発展させたことによって、資源と企業パフォーマンスの関係を証明した。 

次章では、高速市場のソフトウェア・プラットフォームビジネスでは、どのような補完資

源を検知捕捉し、どのような共特化を実現することによって、高業績を得られるのかを分析

できる概念を提案する。 	

                                                
3) Teece et al.(1997)、Helfat et al.(2007)、Teece(2007)以外の DC研究として、企業の新製品開発能力を DCから研
究した Helfat (1999)や経営者の意思決定能力と DCの関係を研究した Erwin(2010)、Helfat and Peteraf(2015) 、Lee 
et al.(2010)の DCからソフトウェア企業のパフォーマンスを分析した研究などある。しかし、これらの DC研究
は、いずれも補完資源をさらに概念化しておらず、高速市場の戦略を論じたものではない。 
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第三章		 idPF 企業のダイナミック・ケイパビリティ	

第一節	 idPF企業と補完資源の依存性の概念 

本節では、ソフトウェア・プラットフォームにとっての補完資源と依存性を定める。

Teece (2007) は DC戦略論において、Teece (1986) の補完資源との依存性、共特化の定義を参

照した。Teece (1986) は新たな製品及びサービスのことをイノベーションと呼んだ上で、あ

る資源がイノベーションにとっての補完資源であるとは、ある資源はイノベーションがあっ

てはじめて (イノベーションがある資源を利用してはじめて) 価値を持つことであると定め

た。つまり、補完資源はイノベーションのために使われる資源である。  

プラットフォームの場合の補完資源は、プラットフォームの機能を使い補完主体としてビ

ジネスを行う補完事業者である。この意味で補完事業者を補完ユーザーとよぶ。本論文で

は、ソフトウェア・プラットフォームの場合について次のように定める。 

 

定義 1：ソフトウェア・プラットフォームにとっての補完資源の役割を果たすユーザーを補

完ユーザーとよぶ。 

 

Teece (1986)は、補完資源の汎用性の側面からイノベーションへの依存性を定めた。(1)あ

る補完資源があるイノベーションに強く依存するとは、ある補完資源はあるイノベーション

に使う以外にほとんど利用価値がなかったり、無意味であったりすることである。(2)ある

補完資源があるイノベーションに弱く依存するとは、ある補完資源はあるイノベーション以

外にもほとんど問題なく使えることである。たとえば、海上コンテナ用のトラックは、別の

ものをけん引できるように転化することが容易であるため、海上コンテナに弱く依存してい

る。ある資源がイノベーションに依存していることを、ある補完資源がイノベーションに特

化しているとも言う。 

ソフトウェア・プラットフォーム(イノベーションにあたる) の補完ユーザーの汎用性に基

づいたソフトウェア・プラットフォームへの依存関係について、Teeceの補完資源の依存関

係を当てはめることができる。 

Teece はイノベーションから見た補完資源への依存性も定めた。(3)あるイノベーションが

ある補完資源に強く依存するとは、あるイノベーションを使用していく上で、ある補完資源

以外の選択肢や代替資源がないことである。(4)あるイノベーションがある補完資源に弱く

依存するとは、あるイノベーションにとって代替的な補完的な資源が多く存在することであ

る。あるイノベーションがある補完資源に依存していることを、あるイノベーションがある
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補完資源に特化しているとも言う。依存性の強と弱には中間段階もあって、コスト的或いは

技術的な優劣、品質の優劣、作業内容の複雑さや代替可能な資源が関わる。海上コンテナを

４つの隅で固定する器具であるツイストロックは、コンテナに強く依存する補完資源である

と同時にコンテナ輸送にとっても代替物がないので、コンテナがツイストロックに強く依存

している。ある資源がイノベーションに中程度以上に依存し同時にイノベーションがある資

源に中程度以上に依存している場合、ある補完資源とイノベーションが共特化しているとい

う。ソフトウェア・プラットフォームと補完ユーザーとの共特化関係はその定義にしたが

う。 

ソフトウェア・プラットフォームの補完ユーザーについては、ソフトウェア・プラットフ

ォーム上のビジネスモデル構築において代替的な補完ユーザーがあるかどうかによって、依

存関係の有無と強さを定める。 

本論文では複数の利用者を一意に識別するための番号や略称をユーザーIDとよび、さら

に、 ユーザーIDのデータベースを保持しているプラットフォームを idプラットフォーム 

(以下、idPF)とよぶ。 

idPFの補完ユーザーが idPFに依存することを、補完ユーザーのビジネスに関連して定め

る。 

 

定義 2 ： 補完ユーザーのビジネス・プロセスへの融合度 

n idPFが持つ顧客 IDを補完ユーザーのビジネス・プロセスの必須の仕組みとして組み込

んでいるとき、idPFが補完ユーザーのビジネス・プロセスに融合しているという。 

n さらに補完ユーザーが顧客 IDを用いるビジネスだけを行っている、または、いくつか

の異なるビジネスを行っているが、idPFの顧客 IDを用いるビジネスが重要である時、

深く融合している、融合が深いという。そうでないことを、浅い融合である、融合が浅

いという。 

 

実際には、idPFの顧客 IDの補完ユーザーへのオペレーションにとっての重要性のあり方

によって、融合の深さの程度がある。なお、特定の補完ユーザーやユーザーグループに対応

して、 idPFの顧客 IDを組み込む具体的な形が決まる。 

第二節	 idPF企業が検知捕捉する補完ユーザー 

次に、idPF企業が検知捕捉する補完ユーザーを定める。Teece(2007)によれば、高速市場

下の企業が検知捕捉する補完資源としては、大きく 2つある。一つが、企業のエコシステム

の遠隔部で発展した補完資源である。この補完資源を検知するためには、業界を超えた技術
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探索が必要となる。高速市場で競争優位を得るためには、新市場の創出や新顧客の開拓とい

った進化的適応度が重要であり、そのためにはエコシステムの遠隔部の補完資源を検知捕捉

しなければならない 。もうひとつは、企業のエコシステム周辺部や企業の業界内でよく利

用される補完資源である。この補完資源は現状のビジネスを実行する上では必要であり、

DCの専門的適応度に関係する。しかし、高速市場では、エコシステムを進化させる必要が

あるため、エコシステム周辺部の補完資源の検知捕捉だけでは競争優位は得られない(Teece, 

2007)。 

本研究は、idPF 企業が検知捕捉する補完ユーザーを進化的適応度と専門的適応度に関連させ

て、定める。idPF の進化的適応度に関わる補完ユーザーとは、その補完ユーザーは idPF企業

の業界と別の業界でビジネスをしている、または idPF企業の現行サービスを補完する用途

ではなかった補完ユーザーを意味する。この補完ユーザーを検知捕捉することは、新サービス

の展開、新しい顧客層の獲得となり idPFのエコシステムを進化させる。idPFの専門的適応度に

関わる補完ユーザーとは、その補完ユーザーは idPF企業の業界内でビジネスをしている、

または idPF企業の現行サービスを補完するためにある補完ユーザーである。この補完ユー

ザーを検知捕捉することは、idPFの現行サービスの高度化や現行サービスの補完ユーザー

の数を増やすことに関わる。以上から、idPF企業が検知捕捉する補完ユーザーを以下のよ

うに定義する。 

 

定義 3：進化的補完ユーザーと専門的補完ユーザー 

n idPFの進化的適応度に関わる補完ユーザーのことを進化的補完ユーザーとよぶ。 

n idPFの専門的適応度に関わる補完ユーザーのことを専門的補完ユーザーとよぶ。 

 

補完ユーザーのビジネス・プロセスへの融合度と、補完ユーザーが進化的または専門的か

の 2つの概念を組み合わせて図 1を得る。 
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図 1 ソフトウェア・プラットフォーム企業の DCフレームワーク 

 

 
 

 

図 1には 4つの象限がある。第 I象限は、idPF企業が進化的補完ユーザーを検知捕捉し、

かつ進化的補完ユーザーのビジネス・プロセスに深く融合した状況である。進化的補完ユー

ザーは自身のビジネスを実行する上でその idPFが必須である。idPF企業は進化的補完ユー

ザーによって、新しい顧客層を獲得する、または新市場を創出でき、idPFのエコシステム

を進化させる。 

第 II象限は、既存顧客を維持するために専門的補完ユーザーとの関係を重要視している

idPF企業に見られる状況である。この場合、市場が安定していれば収益を維持できる。し

かし、高速市場では収益を長期間は維持できるとは限らない。 

第 III象限は、idPFにとっても補完ユーザーにとっても、互いの重要性を見い出せない、

その関係性を使ったビジネスを長い期間にわたって模索している場合である。たとえば、低

価格製品の検索サイトのようなサービスに見られる。検索サイトは補完ユーザーのビジネ

ス・プロセスに深く融合せず、補完ユーザーの製品情報だけサイト上に公開している。補完

ユーザーも idPFの顧客 IDを使わずに自身の顧客 IDを使ってビジネスをしている。 

第 IV象限は、進化的補完ユーザーの重要性を認識しているものの、進化的補完ユーザー

のためにビジネス・プロセスを変えるまでに至っていない状況である。この状況の idPFは

補完ユーザーと関係を構築するために、SSO（シングルサインオン）4)等の機械的な仕組み

                                                
4) 一度の利用者認証で複数のウェブ・アプリケーションを利用できる機能である。 
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を準備する。しかし、補完ユーザーにとって idPFは必須の仕組みでないため。そのため、

idPFは進化的補完ユーザーから十分な収益を得られない。 

進化的補完ユーザーの獲得と再配置がビジネスモデルの変換に至ること、進化的補完ユー

ザーとの深い融合になるような戦略的決定が、idPFビジネスを行う企業にとっての DCであ

る。以上の議論から本論文では次の仮説を主張する。 

 

仮説 : 高速市場において高収益になる idPF の DC は、(1)進化的補完ユーザーを検知捕捉し

て、さらに(2)その補完ユーザーと深い融合を行う戦略を導くことである。 

 

上記の仮説は、高業績となる戦略とは進化的補完ユーザーを検知捕捉した上で、自社のビ

ジネス・プロセスの再配置をどのように行うかにかかっていることを主張している。 
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第四章	 2 業種への概念枠組みの適用と仮説の検証	

 本研究の仮説を検証するために、２つの事例研究を行う。一つは、日本のソーシャル・

ネットワーキング・インフラストラクチャー企業群の発展の分析である。もうひとつが、米

国のカスタマー・リレーションシップ・マネージメント・システム企業間の競争の分析であ

る。日本のソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー企業のグリー株式会社 

(以下、グリー社)と株式会社 DeNA (以下、DeNA社)は、急速に成長し、さらに数年間にわたって

高業績を維持した。米国のカスタマー・リレーションシップ・マネージメント・システム企

業のセールスフォース・ドットコム(以下、SFDC 社)は、短期間でカスタマー・リレーションシッ

プ・マネージメント・システム市場のリーダーとなり、さらに高業績を継続的に維持した。

なお、仮説を検証するためには反例となる事例も必要である (佐藤, 2016)。したがって、日本

のソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー業界では、グリー社と DeNA社のような高

業績を得られなかった株式会社ミクシィ (以下、ミクシィ社)、米国のクラウドのカスタマー・

リレーションシップ・マネージメント・システム業界では、CRM のリーダーの地位を SFDC

社に奪われてしまったオラクル社を反例として用いる。 

業績が標準よりも上回っていることを財務的に観測するには様々な方法がある(Barney , 

2002)。たとえば、自社の投下資本利益率(ROIC)と加重平均資本コスト(WACC)との差異を数

年以上にわたって比較する方法から売上の伸び率を見る方法などがある5)。本論文では財務

成果を評価するときは、 データの利用可能性や実務的簡便性と実質的な意味合いを考慮し

て、売上高利益率や売上高の伸び率の経年変化を使用する。さらに顧客ベースの拡大率の経

年変化も高業績の観測として利用する。 

第一節	 日本のソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャ—企業 

(1) 事例企業の説明 

ソーシャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー(以下、SNI)とは、ソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス (以下、SNS)とソーシャル・ネットワーキング・ゲーム 

(以下、SNG)が動いているサービスである。SNSとは、人と人とのつながりを支援するイン

ターネット上のコミュニティである。SNG とは、SNSでコミュニケーションを取りながら

プレイできるオンラインゲームである。SNIは APIを通じて顧客 IDを補完ユーザーに公開

している (DeNA, 2012; まつもと, 2012)。したがって SNIは idPFである。 

                                                
5)ROICは税引き後営業利益を投下資本で割った比率である。WACCは、国債の利回りとの差異を使う Capital 
Asset Pricing Model (CAPM) の考え方による、自社株の資本コストの利回り (利率)である。 
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SNGを提供する事業者は、ソーシャル・アプリケーション・プロバイダ (SAP) と呼ばれ

る。 SNIと SAPの定常業務は、ユーザーのゲーム離脱を抑えるためにゲームの調整やイベ

ントを行うことであり、そのために SAPは SNIの顧客 IDを用いる(Klab, 2012; DeNA, 2012; 

濱田, 2014; まつもと, 2012)。SNIと SAPは、SNGのアイテムを販売することで収益を得

る。そのために、SNIと SAPはアイテムが購入されるような販促活動を行う必要がある(矢

野経済研究所, 2013)。 

本研究の仮説を検証するために、SNIのグリー社と DeNA社とミクシィ社の 3社を事例分

析する。分析時期は、3社が SNGサービスを開始した 2009年から前後 3年間の 2006年～

2012年とする。なお、3社を事例とする理由は次である。日本オンラインゲーム協会 (2013)

の調査によれば、 2012年時点で、日本の SNI市場の全体売上高は 4,351億円であった。そ

の全体売上高の内、グリー社は 1,582億円、DeNA社は 1,796億円で、売上シェアでは、グ

リー社で約 36%、DeNA社で約 41%となり、2社の複占的状況でもある。(グリー ,2014a; 

DeNA, 2014a)。ミクシィ社は 2008年まで日本の SNI市場で売上高トップ企業であった。し

かし、2009年時点でミクシィ社の売上高は 115億円となり、売上シェアではわずか 2%であ

る (ミクシィ, 2014a)。以上のことから, 日本における SNSから SNGへの発展における戦略

的な重要事項を分析するにあたって、3社を対象とする6)。 

	 表 1は、3社の SNGサービス開始前の SNI事業売上高、ユーザーの平均月間ページビュ

ーと登録ユーザー数である。ミクシィ社の売上額、平均月間ページビューは、グリー社より

も上である。なお、DeNA社は 2008年ごろから既に自社製ゲームのアイテム販売を開始し

ているので、ミクシィ社よりも SNI事業の売上高は高い。しかし、2007年まではミクシィ

社の売上は DeNA社よりも高い。 

 

表 1 SNG サービス開始前の 3社の業績 

項目 社名 2006年 2007年 2008年 

SNI関連事業 

売上高 

(単位：10億) 

グリー社(GREE) 0.1  0.3  2.9  

DeNA社(モバゲータウン) 2.9 5.1 19.6(※) 

ミクシィ社(mixi) 3.8  8.7  11.2  

平均月間 

ページビュー 

(単位：億) 

グリー社(GREE) 2.6  28.0  91.6  

DeNA 社(モバゲータウン) 93  179  187  

ミクシィ社(mixi) 109.4  137.9  153.6  

                                                
6)	 日本の代表的な SNIとしてサイバーエージェント社もある。しかし、同社の SNIの開始時期は 2012年 5月で

あり、事例の 3社よりも開始時期が遅い理由から、分析対象外とした (サイバーエージェント, 2012)。 
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登録ユーザー数 

(単位：万人) 

グリー社(GREE) 57  328  802  

DeNA社(モバゲータウン) 441  987  1,344  

ミクシィ社(mixi) 983  1,401  1,683  

 

(出所)グリー (2014a)、DeNA (2014a)、DeNA (2014b)、ミクシィ (2014a)、ミクシィ (2014g)を基に筆者

作成。表の年は各社の会計年度と対応させている (表の 2006年は、グリー社では 2006年 7月~2007年

6 月、DeNA 社とミクシィ社では 2006 年 4 月~2007 年 3 月となる。 (※)DeNA 社の 2008 年の売上に

は、広告掲載の手数料収入以外にも自社製ゲームのアイテム課金が含まれる。 

 

3社の SNGサービス開始時期は、ミクシィ社で 2009年 8月、 DeNA社で 2010年 1月、

グリー社で 2010年 6月である。そのため、ミクシィ社は SNGサービスの先行者でもある。 

表 2は、3社の SNGサービス開始後の売上高、登録ユーザー数である。なお、登録ユー

ザー数の中には、非アクティブ・ユーザーも含まれているためミクシィ社のユーザー数は

2009年以降も減少していない。しかし、2009年以降、グリー社と DeNA社はミクシィ社の

売上を超え、さらに、その後も売上を伸ばしている。 

 

表 2 SNG サービス開始後の 3社の SNI 事業売上高と登録ユーザー数 

項目 社名 2009年 2010年 2011年 2012年 

SNI事業売上高 

(単位：10億) 

グリー 社(GREE) 	 	 	 13.9 35.2 64.2 158.2 

DeNA社(Mobage) 	 	 	 30.7 48 130 179.6 

ミクシィ社(mixi) 9.7 12.4 12.3 11.5 

登録ユーザー数 

 (単位：万人) 

グリー社(GREE) 1,673 	 2,125 2,383 2,641 

DeNA社(Mobage) 1,813 2,714 3,998 4,955 

ミクシィ社(mixi) 1,985 2,337 2,711 N/A 

 

(出所)グリー (2014a)、DeNA (2014a)、DeNA (2014b)、ミクシィ(2014a)、ミクシィ (2014g)を基に筆者

作成。表の年は各社の会計年度と対応させている(表の 2009年は、グリー社では 2009年 7月~2010年

6月、DeNA社とミクシィ社では 2009年 4月~2010年 3月となる)。各社の非公開データは N/Aと表

記している。   

 

   表 3は、3社の SNGサービス開始後の、オンライン広告の売上高と SNI事業に対する広

告売上高の比率である。ミクシィ社の売上高比率を見ると、グリー社、DeNA社よりも高

い。このことから、ミクシィ社は、SNG開始後も広告主からの売上に強く依存しているこ

とがわかる。グリー社と DeNA社の売上高比率を見ると、ミクシィ社のように広告主から
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の手数料には強く依存していないことが分かる。 

 

表 3 2009 年以降の SNI3 社の広告売上高と SNI 事業売上の広告売上高の割合 

項目 社名 2009年 2010年 2011年 2012年 

広告売上高 

(単位：10億円) 

 

グリー社(GREE) 3.4 7.7 8 13.1 

DeNA社(Mobage) 7.6 9.8 5  6.1 

ミクシィ社(mixi) 8.5 9.7 7.9 4.6 

売上高比率  

(広告売上高 /   SNI

事業売上高) 

グリー社(GREE) 24.5% 21.9% 12.5% 8.3% 

DeNA社(Mobage) 24.8% 20.4% 3.9% 3.4% 

ミクシィ社(mixi) 87.6% 78.2% 64.2% 40.0% 

 

(出所)グリー (2014a)、DeNA (2014a)、(2014b)、ミクシィ(2014a)を基に筆者作成。 

(2) 日本の SNI3社への概念枠組みの適用 

SNI３社の DCを分析するために本研究の概念枠組を用いる。第 1に SNIにとっての補完

ユーザー選択について分析する。第 2に SNIの補完ユーザーへの融合の深さを分析する。 

 

補完ユーザーの選択の分析	

2009年以降、3社ともに SAPと提携した。ミクシィ社に関しては、グリー社と DeNA社

よりも早くに SAPと提携し、さらに各種 APIも準備した (ミクシィ, 2014b ; ミクシィ, 

2014c ; ミクシィ, 2014d ; ミクシィ, 2014e ; ミクシィ, 2014f)。しかし、表 3の売上高比率から

考えられるように、2009年以降もミクシィ社にとって重要な補完ユーザーは広告主であ

る。ミクシィ社の SNSは、実名制や実社会での関係を重視したサービスであった(まつもと, 

2012)。しかし、SNGの場合、見知らぬユーザー同士やバーチャルな関係でプレイを楽し

む。ミクシィ社は次第にバーチャルな関係も取り入れたが、実社会の関係とバーチャルな関

係が混在したサービスとなった。このことで、ミクシィ社は SAPに対し頻繁に SNGの仕様

変更を要求した(まつもと, 2012)。さらに、ミクシィ社は SAPに対して顧客情報のアクセス

範囲も制限した (まつもと, 2012)。このようなことで、ミクシィ社のいくつか SAPはミクシ

ィ社から離脱していった (日経経済新聞 , 2012 ; まつもと, 2012)。 

グリー社と DeNA社の SNGはバーチャル関係のユーザー同士で手軽にプレイできた。 

このことによって、グリー社と DeNA社 の SAPは多くのユーザーを獲得できた。また、グ

リー社と DeNA社は、SAPに対して顧客情報のアクセス範囲も制限しなかった (まつもと, 

2012)。さらに、グリー社と DeNA社はゲーム開発キットを準備し SAPの SNG開発まで支
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援した(DeNA, 2012)。 

 

融合度の分析	

SNIの融合度を分析するために、まず SNIと SAPのゲーム実行時のビジネス・プロセス

を示す。図 2は、SNIと SAP間の顧客 IDの共有の仕組み、SNIと SAPの依存関係を示した

ものである。ユーザーが SAPのゲームをプレーするためには、 SNIのガジェットサーバー

による認証が必要になる。SAPが SNS機能を取り込むためには、SNIの顧客データベース

にアクセスするための APIが必須になる。SAPは SNIの顧客 IDによって、ゲーム履歴情報

や課金情報の確認が行え、さらに、顧客情報のメンテナンスを SNIに任せることができ

る。 

 

図 2 SNG 実行時の SNI と SAP の機能の関係 

 

 
  
(出所)アイテム (2011)、グリー (2014b)、DeNA (2014c)を参考に筆者作成。図にある番号は SNGを

利用する際の処理の順番である。リダイレクトとはユーザーが SNIのユーザー認証を受け、SAPの

ゲームのページに自動的に遷移することである。 APIリクエストとは SAPのゲームサーバーから

SNIのユーザーデータベースや課金システムに対しプログラムで処理依頼をすることである。API

レスポンスとは SNIのデータベースやプログラム処理の結果を SAPのサーバーに返すことであ

る。 コンテンツレスポンスとは SAPのゲームで使う HTMLや JavaScriptをユーザー端末 (ブラウザ

ー)に返すことである (DeNA, 2012)。 

 

SNIと SAPはアイテム販売という共通の目標を持つ。図 3は、SNIと SAPが顧客 IDを利

用してゲーム離脱を抑制しながら、ユーザーのコネクション数を増加させ、アイテム課金を
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高めていく仕組みを示したものである7)。SAPは 、SNIの顧客 IDを行動ログ分析とゲーム

改善の業務に深く取り入れる。SAPは、SNIの顧客 IDによってどのような属性のユーザー

がゲームを利用しまたは離脱しているかが判別できるようになり、離脱の防止策を打てる。

このような一連の SAPの行動がアイテム課金率と収益性を高めていく。SNIも課金率が高

いゲームを持つことにより、ユーザー数を増やることができる。SAPはこのような仕組み

をオンラインゲーム運営上の定形業務として持ち、SNIの顧客 IDはビジネスの上で必須で

ある。 

 

図 3  SNI と SAP の顧客 IDを用いた SNG の仕組み 

 
 

(出所) Klab (2012)、ソーシャルゲームインフォ (2014)、濱田(2011)を参考に筆者作成。 

 

表 4は、2010年にMMD研究所 (2010)による 3社のアクティブ・ユーザー率、課金率、

1ユーザーあたりの月平均アイテム購入金額を調査した結果である。アクティブ・ユーザー

率とは、調査の中で SNGを「登録しよく使う」と解答した数を全解答者で割った数値であ

る。課金率とは、「有料アプリを利用している」と解答した数を全解答者で割った数値であ

る。調査の結果、グリー社と DeNA社のアイテム課金率はミクシィ社より高い。1ユーザー

あたりの 1ヶ月の平均アイテム購入額、1ヶ月に 5,000円以上を費やすユーザーの割合に関

                                                
7 )アイテム課金額 = (Ⅰ)全ユーザー数 × (Ⅱ)アクティブユーザー率 × (Ⅲ)課金率 ×(Ⅳ)平均単価	  

(Ⅰ)ゲームを登録している全ユーザー数  

(Ⅱ)ゲームを利用しているユーザー率 (アクティブユーザー数 / 全ユーザー数) 

(Ⅲ)有料アイテムを購入するユーザー率 (アイテム購入ユーザー数/アクティブユーザー数) 

(Ⅳ)１ユーザーが購入する有料アイテムの平均単価  
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しても、グリー社と DeNA社はミクシィ社より高い。表 4のデータはあくまでもひとつの

結果ではあるが、グリー社、DeNA社と両社の SAPはミクシィ社とミクシィの SAPよりも

ユーザーの行動分析を活かしたアイテム販売が上手くできていると言える。 

 

表 4  MMD 研究所による SNI3 社 アイテム課金率比較 調査結果 

 アクティブ・ユーザー率  課金率  1ユーザーあたり月平均 

アイテム購入額   

グリー社 36.4％ 14.2％ 300-500円 

DeNA社 30.3％ 11.9％ 300-500円 

ミクシィ社 28.5％ 6.3％ 100- 300円 

 

(出所) MMD研究所(2010)。本調査は 2010年 8月 30日～9月 2日の 4日間、ゲーム展示会に参加した

1,766名にアンケート調査したものである。 

(3) 日本の SNI3社の分析結果 

日本のソーシャルネット・ワーク・ゲーム業界は、2009年をはさんだ前後の期間に急速

に発展した。SNSでミクシィ社に大きく遅れていたグリー社と DeNA社は、当時の未開の

分野である SNGにおいてミクシィ社を凌駕するだけでなく、数年間に渡って毎年 1.5～2倍

の売上高成長を実現した。こうしたプラットフォームの成長は、製造業の大規模化や多角化

と違い、規模の経済や範囲の経済で理解するのは困難である。ミクシィ社はユーザーベース

という規模に由来する資源を持っていたが、そのことは競争優位として結びつかなかった。 

なお、SNIと SAPの融合は、技術的なことがらが多く含まれるため技術的整合性や仕組

みに注目が集まりがちである。本研究が示したことは、サーバーやデータベースやアナリテ

ィクスのソフトウエアが相互に有機的に仕組まれていることだけでなく、 SAPにとっても

SNIにとっても双方のビジネスにとって高業績を獲得することにつながることの重要性であ

る。これが日本の SNGの発展期の場合の共特化のあり方である。共特化の組織的実現にお

いては戦略との整合性が重要であり、具体的にはソーシャルゲームの開発とソーシャルゲー

ムの更新のための組織が必要であった。つまり、SNIに関してはデータマイニングアナリス

トがゲームの企画者、開発者、運用者と一緒になってゲームを開発することも重要であっ

た。ゲームの企画時において、すでにどのような行動ログを蓄積するべきか事前に設定し、

その後もデータマイニングアナリストが一緒になって、サービス・運用の改善をすることが

高業績に関わったのである (Klab, 2012; 濱田, 2011; 濱田, 2014)。 
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本節は、仮説を検証するために日本の SNI企業 3社を事例分析した。図 4は SNI3社の

DCを本研究のフレームワークから示したものである。グリー社と DeNA社は第 I象限を、

ミクシィ社は第 II象限と IV象限を実行したことになる。以上から、2006年～2012年の日

本の SNI業界に関しては、本研究の仮説は成立しているといえる。つまり、グリー社と

DeNA社は、進化的補完ユーザーを検知獲得し、さらに深い融合を実行したことによって、

高速市場下で、高業績を獲得維持したのである。 

 

図 4 日本の 3つの SNI 社の DC(2009-2012 年) 

 

 

第二節	 米国のクラウド CRM企業 

(1) 事例企業の説明 

カスタマー・リレーションシップ・マネージメントとは、顧客と長期的な関係を通じて、

収益を高めていく企業の活動を意味する (中澤, 2005)。以降、カスタマー・リレーションシ

ップ・マネージメントを CRMと略す。CRMシステムとは、顧客情報を収集、分析、管理

するために使われるコンピューター技術である (Hung et al., 2010)。クラウドとは、インター

ネット回線を通じて利用するオンデマンド型の ITサービスである(米国国立標準技術研究所, 

2011)。以降、クラウドの CRMシステムをクラウド CRMと呼ぶ。クラウド CRMは顧客情

報などの業務に関わるデータを APIで外部の事業者に提供している(Iansiti, 2009)。したがっ

てクラウド CRMは idPFである。 

クラウド CRMが急速に普及した理由としては、オンプレミス CRMよりも初期導入コス

トが安い、導入期間が短期間である、サーバーといった ITインフラ投資の必要がないこと
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である (総務省, 2012)。クラウドの業務システムとしては、エンタープライズ・リソース・

プランニング、サプライチェーン・マネジメントなどいくつかあるものの、クラウド CRM

の市場規模は最も高い (Gartner, 2013,  2015)。 

クラウド CRMで売上高トップ企業は米国の SFDC社である。SFDC社は 2000年に創業し

た企業である(Benioff & Adler, 2009)。SFDC社は創業以降、毎年売上高を増加させて 2014年

時点では 4,269百万 USドルの売上を得るまでの成長を遂げた (Gartner, 2015)。なお、サーバ

ーを設置するタイプのオンプレミス CRMで売上高トップ企業は米国のシーベル・システム

ズ社であった。シーベル・システムズ社は 2005年に米国のオラクル社に買収され、オラク

ル社はシーベル・システムズ社の CRM技術を用い、クラウドの Oracle CRM On Demandを

リリースした(EZNET Japan , 2009 ;日本オラクル, 2006a)。以降、オラクル社の Oracle CRM 

On Demandを OCDと略記する。 

	 図 5は SFDC社とオラクル社の CRM事業の売上高である8)。2006年〜2008年までは、オ

ラクル社の売上高は SFDC社よりも高い。しかし、SFDC社は 2009年にオラクル社の売上

高を超え、さらに、毎年売上を伸ばし 2014年ではオラクル社との売上の差は約 2倍となっ

た。 

 

図 5 SFDC 社とオラクル社の CRM 事業の売上高  

(対象期間：2006-2014 年、単位:百万 USドル、市場：グローバル市場) 

 
 

                                                
8)オラクル社の CRM事業の売上高の中には、オンプレミス CRMの売上も含まれている。 
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(出所) Gartner(2006, 2008a, 2008b, 2009, 2013, 2015)を基に筆者作成。 

 

	 オラクル社は CRM以外の業務システムも扱う企業である。オラクル社はクラウド CRM

を主力事業の一つとしており、さらに、SFDC社をライバルとして見ていた(zdnet, 2015;日本

オラクル社, 2006a)。SFDC社とオラクル社の共通点は、クラウド CRM事業を拡大するため

に外部の IT企業を買収していることである(Oracle, 2015a; salesforce, 2015)。オラクル社に関

しては、CRMシステム業界で既に実績を持つ IT企業を買収した(Oracle, 2015a)。SFDC社は

CRM業界では実績を持たない新興の IT企業を買収した(salesforce.com. 2015)。本節では、

SFDC社がオラクル社の業績を超えるまでに至った戦略を本研究の概念枠組みを用いて明ら

かにする。分析期間は両社が補完ユーザーを買収していった 2006年から両社の CRM事業

の売上高データが確認できた 2014年までとなる。分析に用いたデータは、 (1)両社の企業買

収に関するプレスリリース (Oracle, 2015a; salesforce, 2015)9)、(2) 両社の補完ユーザーのアプ

リケーションの技術仕様、(3)両社が運営する開発者コミュニティ (Oracle Technology 

Network, 2016; salesforce.com, 2016a)、(4)両社が日本国内で開催した展示会への参加である。 

(2) クラウド CRM2社への概念枠組みの適用 

まずクラウド CRMにとっての補完ユーザーの選択について分析する。次にクラウド

CRMの補完ユーザーへの融合度を分析する。 

CRMとは、営業、マーケティング、コールセンター業務を支援するための ITシステムで

ある (Chalmeta, 2006; Injazz ＆ Karen, 2003; 中澤, 2005)。定義 3に基づき、営業、マーケティ

ング、コールセンター業務を支援するためにあった補完ユーザーをクラウド CRMの専門的

補完ユーザーとする。営業、マーケティング、コールセンター業務を支援するためになかっ

た補完ユーザーを進化的補完ユーザーとする。つまり、進化的補完ユーザーは CRM業界で

はなく別の業界でビジネスをしていた補完ユーザーである。 

 

補完ユーザーの選択の分析	

 図 6は、2006年〜2014年の間に SFDC社とオラクル社が検知捕捉した補完ユーザーであ

る。SFDC社は、CRM業界ではなく、外の業界でビジネスをしていた次の補完ユーザーを

検知捕捉した。コラル社の Contentsというアプリケーションは、ウェブベースのドキュメ

                                                
9) 本研究は、SFDC社とオラクル社がクラウド CRM事業のために買収した外部企業を分析の対象としている。

そのため、両社がクラウド CRM事業以外の用途で買収した外部企業は分析の対象外とした。SFDCの場合で

は、PaaSのヘロク社の買収、オラクル社の場合ではグリーンバイト社の買収などは分析の対象外とした。 
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ント管理ツールであり、従来、CRMシステムを補完するものとして利用されていなかった 

(salesforce.com, 2007)。グループスウィム社の Chatterというアプリケーションは、企業向け

の SNSであり、従来、CRMシステムを補完するアプリケーションではなかった

(GroupSwim, 2016)。リップル社のWork.comというアプリケーションは、従業員の業務のパ

フォーマンスを評価するアプリケーションであり、CRMシステムのためのアプリケーショ

ンとしては利用されていなかった(salesforce.com, 2011)。 

オラクル社は、クラウド CRM のために専門的補完ユーザーを多く獲得していった。一例として、テ

レフォニーアットワーク社、インクイラ社のアプリケーションは、従来から CRM のコールセンター機能

として利用されていた。また、ライトナウ社、エロクア社、コレクティブインテレクト社などのアプリケー

ションも、従来から CRM システムのアプリケーションとして利用されていた(Oracle, 2015a)。 
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図 6 SFDC 社とオラクル社が検知捕捉した補完ユーザー 

 
(出所)筆者作成10)。 

                                                
10)補完ユーザーに記載されている年は補完ユーザーの会社の設立年を意味する。SalesCloud、ServiceCloud、

MarketingCloud、CRM On Demand、Oracle Right Now Cloud Serviceはオラクル社と SFDC社の CRMのシステム

名を意味する。図内の矢印は補完ユーザーのアプリケーションとクラウド CRMの関係を示している（SFDC社
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融合度の分析	

  融合度の分析に先だって、クラウド CRMと補完ユーザーの依存性のあり方を分析す

る。 

クラウド CRMは企業情報をデータベースに管理している。これらの情報は、顧客 IDと

いう言い方ではなく、顧客データと言われる。そのため、クラウド CRMにとっての顧客 ID

を顧客データとよぶ。 

まず SFDC 社の補完ユーザーへの融合度を述べる。SFDC 社は、進化的補完ユーザーのアプリ

ケーションをクラウド CRM に統合した (Tanaka & Sato 2015; 田中, 2017)。統合とは、補完ユーザー

のアプリケーションがクラウド CRM 内部に組み込まれていることを意味する。統合されていることに

よって、図 7 のように、補完ユーザーのアプリケーションは CRM のテーブルやレコードを直接参照

する。 

 

図 7  SFDC 社のクラウド CRM と補完ユーザーのアプリケーションのテーブル関連図 

 

 
(出所) salesforce (2016d)を基に筆者作成。 

 

SFDC 社の補完ユーザーのアプリケーションは、クラウド CRM 上で動く。Chatter というアプリケー

ションは、クラウド CRM 上で SNS を構築できる (salesforce.com, 2016b)。Contents というアプリケー

ションは、クラウド CRM 上でドキュメントの作成や管理、共有ができる  (salesforce.com, 2016c)。ま

                                                
の Chatterは SalesCloudに統合され、オラクル社の RightNow Technologies、Oracle RightNow Cloud Serviceは単独

アプリケーションであることを意味する）。 
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た、SFDC 社の進化的補完ユーザーはクラウド CRM の顧客データを必須の仕組みとする 

(salesforce.com, 2016d)。図 8 は、進化的補完ユーザーのアプリケーションの Contents と Chatter

が、クラウド CRM の顧客データを通じ、互いの業務プロセスを補完していることを表したものである。 

 

図 8 SFDC 社のクラウド CRM の進化的補完ユーザーへの深い融合 

 
(出所)筆者作成。矢印はアプリケーション同士のデータの参照関係を意味する。 

 

図 8の左には Chatterというアプリケーション、中央にはクラウド CRMの顧客データ、

右には Contentsというアプリケーションがある。ユーザーA〜Fとは、クラウド CRM、

Contents、Chatterを利用するユーザーを意味する。図の中央の顧客データの上部には Chatter

が組み込まれている。ユーザーDは顧客データの上部の Chatterに「@グループ名」と書き

込むことによって、Chatterユーザーに顧客データを共有できる。Chatterユーザーはユーザ

ーDから受けた顧客データを用い、顧客に関する一つのグループを構築する。Chatterグル

ープはファイルやアイデアを投稿でき、ユーザーDは Chatterグループからのファイルやア

イデアを営業活動に利用できる。Contentsもクラウド CRMの顧客データに関連させること

ができ、ユーザーDは Contentsのファイルをクラウド CRMから顧客にメール送信できる。 

次にオラクル社の補完ユーザーへの融合を分析する。オラクル社は、テレフォニーアットワー

ク社、インクイラ社のコールセンターアプリケーションを OCDのデータベースに統合した 

(Oracle, 2006 ;日本オラクル社, 2006b)。さらに、オラクル社は CRMアプリケーションとして実

績を持つエロクア社、ライトナウ社といった專門的補完ユーザーも捕捉し、これらのアプリ

ケーションを単独でも動作するように提供した。単独でも動作するとは、他のシステムがなくとも動作

することを意味する。オラクル社は、専門的補完ユーザーのアプリケーションと OCD を連携するため

に、データ連携ミドルウェアを準備した(Oracle , 2016b)。データ連携ミドルウェアとは、業
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務システム同士のデータをやり取りするためのミドルウェアである(Concord , 2016)。データ

連携ミドルウェアを用いた事例として、OCDとエロクア社の Eloquaというアプリケーショ

ンの連携がある。Eloquaは見込み顧客をデータとして管理し、その見込み顧客に対してキ

ャンペーンメールを配信できる。Eloquaから送信されたメールを顧客が開封した後、Eloqua

は見込み顧客から新規顧客へと顧客のステータスを変える。データベースを統合していない

ため、データ連携ミドルウェアを用いて、OCDの顧客テーブルに Eloquaの顧客データを連

携する必要がある。OCDを利用する CRMユーザーは Eloquaから連携された顧客データに

対して商談データ等を作成する。このように、連携ミドルウェアによって連携はできるもの

の、一般的にデータ連携ミドルウェアは他社のシステムにも対応している (Concord , 

2016)。そのことによって、Eloquaは他社の CRMにも容易に連携でき、OCDを必須の仕組

みとしない。さらに、オラクル社の OCDと専門的補完ユーザーは互いに類似する類能を持

っている。一例として、OCDとライトナウ社の RightNowはどちらもコールセンター機能を

持つ(Oracle, 2016a; Oracle, 2016c;日本オラクル社, 2016a ;日本オラクル社, 2016b)。そのこと

から、OCDは RightNowのデータベースを統合する必要がなく、RightNowも OCDの顧客

データを必ずしも使う必要はない。  

オラクル社は進化的補完ユーザーも検知捕捉した。その一例として、タレオ社の Taleoというア

プリケーションがある。このアプリケーションは従業員の業務パフォーマンスを評価するも

ので、もともと CRM業務を補完する用途として利用されていなかった(Oracle, 2015a)。オラ

クル社は Taleo を OCDのデータベースに統合せず、Taleoとの連携のためにシングルサイン

オン（SSO）を準備した (Oracle, 2015b; Oracle, 2016c)。SSOとは複数のウェブアプリケーシ

ョンを一つのユーザーIDでアクセスできるものである。そのため、Taleoの業務プロセスは

OCDがなくとも動き、OCDも Taleoの業務プロセスを組み込まない。 

(3) 	 クラウド CRM2社の分析結果 

SFDC社は CRM業界とは別の業界で発展した補完ユーザーを検知捕捉し、その補完ユー

ザーのアプリケーションへクラウド CRMを深く融合させた。一般的に CRMシステムは、

営業、マーケティング、コールセンター業務を支援するためのものである。しかし、SFDC

社はクラウド CRMのことを、様々なアプリケーションが利用できるようなプラットフォー

ムとして捉えていた(Benioff & Adler, 2009)。そのことで、SFDC社のクラウド CRMは、営

業、マーケティング、コールセンター業務以外のユーザーグループも参加でき、CRMのエ

コシステムを進化させることができた。 

	 オラクル社は専門的補完ユーザーを検知捕捉して、クラウド CRM機能を強化した。しか

し、そのことによって、オラクルのクラウド CRMは営業、マーケティング、コールセンタ
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ーのユーザーしか参加できないものとなった。また、オラクル社は進化的補完ユーザーを検

知し捕捉したものの、進化的補完ユーザーのために CRMの仕組みを変えなかった。つま

り、オラクル社はクラウド CRMをプラットフォームビジネスとして捉えなかった。そのた

め、SFDC社のようにエコシステムを進化させることができなかった。結果、オラクル社は

売上を毎年増加させることができず、SFDC社に CRMとしての売上高トップの地位を奪わ

れたのである。 

本節では、本研究の仮説を検証するために米国のクラウド CRMの 2社の競争を事例分析

した。図 9はクラウド CRMの 2社の DCを本研究のソフトウェア・プラットフォームから

示したものである。事例分析の結果として、SFDC社は第 I象限を採用し、オラクル社は第

II、III、IV象限を採用したことになる。以上から、2006年～2014年の米国のクラウド

CRM2社に関しては、本研究の仮説は成立しているといえる。SFDC社は、進化的補完ユー

ザーを感知獲得して、さらに深い融合を実行したことによって、オラクル社の業績を超えた

のである。 

 

図 9  米国の 2つのクラウド CRM 社の DC(2006-2014 年) 
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第五章	 結論	

 本研究は、ソフトウェア・プラットフォーム企業のダイナミック・ケイパビリティ(DC)

を明らかにするための概念枠組みと仮説を提案した。仮説を検証するために、日本のソーシ

ャル・ネットワーキング・インフラストラクチャー産業における企業群の急速な発展の要因

と、米国クラウド CRM市場におけるリーダー企業の 2社間の競争を事例分析した。日本の

SNG化した SNIは、短期間で広く普及した。その立役者となった企業はグリー社と DeNA

社である。この 2社は、短期間で急成長し、さらに、極めて高い利益率を獲得した。クラウ

ド CRMの SFDC社は、創業後わずか数年で CRM市場のリーダー企業の地位を獲得した。

これらの企業に共通することは、進化的補完ユーザーの検知捕捉と進化的補完ユーザーのビ

ジネス・プロセスへの深い融合である。グリー社と DeNA社は、SAPを検知捕捉しただけ

ではなく、SAPから収益を得るために SNIの仕組みを再配置した。SFDC社は、CRM業界

以外でビジネスをしていた補完ユーザーを検知捕捉し、さらに、その補完ユーザーのアプリ

ケーションをクラウド CRM上で使えるようにした。 

5 Forces分析と資源ベース論による戦略理論は構造の安定性を暗黙的前提としているた

め、高速市場の企業戦略の分析に利用する上では困難があった。Teece(2011)も指摘している

ようにプラットフォーム企業の戦略は製造業と違って規模の経済や範囲の経済で理解するの

は困難であり、本研究で明らかにしたような補完資源への投資と共特化による利益の獲得と

いう戦略的論点が重要となっていると言える。グリー社、DeNA社、そして SFDC社は、業

界構造が事前に定まっていない環境下で高業績を得た。また、これらの企業は事前にレント

の源泉となる資源を有していたわけでもない。高速市場で競争優位を得るためには戦略的に

資源を組み入れて行くための DCが必要であることを、3社の事例分析によって示すことが

できた。 

DC研究はソフトウェア・プラットフォームの重要性を指摘しつつも、ソフトウェア・プ

ラットフォーム企業の DCの内容を明らかにしていなかった。本研究は DCの補完資源の概

念を発展させソフトウェア・プラットフォームの DCを明らかにした。その意味で、DC論

に貢献できたと考えている。 

本研究の実務へのインプリケーションとして、次を指摘できる。ソフトウェア・プラット

フォームビジネスで高業績を得るためには APIの準備と公開だけでは不十分であり、補完

ユーザーのビジネスが成長する仕組みを考える必要がある。実際、事例研究の対象としたグ

リー社と DeNA社は、SAPのビジネス成長のために SNIの仕組みを変えた。SFDC社も補

完ユーザーのためにクラウド CRMの仕組みを変えた。対照的に、ミクシィ社とオラクル社

は、API、SSOいった技術的な整備だけで、補完ユーザーのビジネスを成長させるために、
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プラットフォームの仕組みを変えなかった。技術的な要素が多く含まれるソフトウェアビジ

ネスでは、技術的な整合性や高機能化といったことが重要になりがちである。本研究の主張

はソフトウェア・プラットフォームビジネスで高業績を得るためには、補完ユーザーも成長

するような戦略を立案しなければならないというものである。 

最後に今後の研究課題を 3つ述べる。(1)本研究は仮説検証に、2業種の企業のみを事例分

析した。したがって、本研究の仮説の適用範囲は限定的でもある。しかし、本研究の融合の

概念は一定の適用範囲があると考えられる。例えば、eMP(エレクトロニック・マーケッ

ト・プレイス)の場合は、ビジネスの取引において、売り手と買い手の ID情報が必要とな

る。成功している eMPは、売り手が高業績を得るために必須な要素を提供しており、売り

手もその eMPを積極的に利用するようにビジネス・プロセスを変えている(河合ら, 2010)。

その意味で成功している eMPの融合度は深いと言える。(2)本研究は idPF企業の外部機会の

検知能力に関して分析できていない。外部機会の検知とその評価能力は、組織が持つ予備知

識と吸収能力に依存するという研究もある (Cohen & Levinthal, 1990)。そのため、今後、吸

収能力といった研究も参考にして、ソフトウェア・プラットフォーム企業の外部機会の認識

と組織化を具体的に分析する必要がある。(3)本研究は idPF企業の立場からの DC分析であ

って、補完ユーザーの DCは分析していない。補完ユーザーの idPFの検知捕捉と idPFへの

再配置は idPFの業績に関わると考えられる。そのため、今後、補完ユーザーの立場を踏ま

えた概念枠組みを開発する必要がある。 
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